
陳 情 番 号  陳情第１４号  

件     名 
溶融スラグ製造機能付「高効率ごみ発電施設」整備、プラスチ

ック製容器包装分別収集の中止、ごみ処理有料化の完全中止を

求める陳情  
受 付 年 月 日 令和６年１１月２１日  
回 付 委 員 会 経済環境委員会  
（ 陳 情 要 旨 ） 

岐阜市環境部は「自治会に対して補助金を出し、自治会加入者に対しては自治

会を通して有料指定ごみ袋を無料配付し、非加入者に対しては自費で有料指定ご

み袋を購入させる。」という政策を立案しているが、自治会を行政組織の一部と

して扱い、自治会加入者と非加入者の間に不公平を生じさせる政策は、地方自治

法第２６０条の２第６項及び日本国憲法第１４条第１項違反であると考える。  
そもそも、プラスチック製容器包装分別収集及びごみ処理有料化は、自治体、

日本容器包装リサイクル協会、事業者、有料指定ごみ袋製造業者、ガソリンスタ

ンド等が利益を得るだけで、無償労働で分別をさせられ、有料指定ごみ袋を買わ

される住民にとっては事実上の増税であるだけでなく、化石燃料と費用が余計に

使われるため、住民にも経済にも環境にも悪影響を及ぼす。  
プラスチック製容器包装分別による影響は、日本の限界消費性向を０．７、１

８歳以上の住民１人がごみ分別にかけている時間を１週間当たり３０分、岐阜県

の最低賃金である時給１，００１円と仮定すると、年８５億８，８５８万円の負

担となり、乗数効果はマイナス２００億４，００２万円となる。  
ごみ処理有料化の影響は、低く見積もった場合、年間１，０５０万枚の４５リ

ットル入り１枚５０円の有料指定ごみ袋が消費されると仮定すると、年間２９４

トンの袋ごみが増え、年５億２，５００万円の負担増、乗数効果はマイナス１２

億２，５００万円。高く見積もった場合、１８歳以上の住民１人当たりの負担額

を年５，０００円と仮定すると、年１６億５，０００万円の負担増、乗数効果は

マイナス３８億５，０００万円となる。  
プラスチック製容器包装は、再商品化の資源としての価値はマイナスだが、ポ

リエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレンの燃焼熱量は化石燃料に匹敵するた

め、燃料としての価値はある。  
したがって、プラスチック製容器包装を分別せずに普通ごみとして収集して焼

却し、その際に発生する熱を活用して発電するサーマルリサイクルを行うと、化

石燃料及び費用の節約となり売電収入も得られるため、住民にも経済にも環境に

も優しい政策となる。  
滋賀県守山市において、ごみ処理施設の更新に伴い分別をやめてサーマルリサ

イクルへ移行することにより、ごみ処理施設の電気代を約６，５００万円削減

し、約２，７００万円の売電収入を得て、二酸化炭素の排出量を約１７％削減し

たという事例がある。  
また、ごみ焼却灰を加熱して溶融スラグを製造すると、質量が約１０分の１、

体積が約１００分の１となり、建設資材や稲作用の肥料としても活用できるため

最終処分場の延命問題が解消し、ごみ処理有料化をする理由がなくなる。  
環境省は高効率ごみ発電施設の整備に関して循環型社会形成推進交付金を用意

しており、措置率は５０％となっているため、循環型社会形成推進交付金を活用

して溶融スラグ製造機能付高効率ごみ発電施設を整備することが合理的だと考え

る。  
岐阜市環境部はごみ処理有料化をした自治体のごみ排出量が減っていると主張

しているが、環境省の廃棄物処理技術情報によれば、２０１０年以前に比べ、同

年以降はごみ処理有料化後のごみ排出量の減少率が大幅に低下しており、特に２  
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０１６年以降は、１人１日当たりの総ごみ排出量が、ごみ処理が有料の自治体も

無料の自治体もほぼ変わらず、むしろ無料の自治体の方が少ない年もあることか

ら、ごみ処理有料化を完全に中止すべきと考える。  
ついては、下記事項について陳情する。  

記  
１ ごみ処理有料化の検討を打ち切り、ごみ処理有料化を完全に中止すること。  
２ 溶融スラグ製造機能付「高効率ごみ発電施設」の整備を行うこと。  
３ プラスチック製容器包装の分別収集を中止すること。  
 
 
 
 
 
 
 

結     果  令和６年１２月１０日 内容を了知する。  
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